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【手続補正書】
【提出日】平成25年1月18日(2013.1.18)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　太陽放射を受光し、前記太陽放射を電気出力に変換するための太陽光電力変換装置であ
って、前記装置が、その中に、
　ｉ）計測データを与えるために前記電気出力を計測するための電気出力計測装置と、
　ｉｉ）固有のデジタル識別番号を含む安全保障情報を前記計測データと関連させ、信頼
性がありかつ識別可能な計測データを作り出すための安全保障モジュールを与える情報処
理装置と、
　ｉｉｉ）前記太陽光電力変換装置から前記信頼性がありかつ識別可能な計測データを伝
送するための計測出力と、
を組み込んでいる、装置。
【請求項２】
　前記計測出力が、通信リンクへの接続に適している、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記計測出力が、通信リンクへの接続のための無線インターフェースを備えている、請
求項２に記載の装置。
【請求項４】
　前記太陽光電力変換装置、前記電力出力計測装置及び前記情報処理装置が、共有基板上
に又は前記共有基板内に実装される、請求項１乃至３のいずれか１項に記載の装置。
【請求項５】
　前記装置が太陽光パネルを含む、請求項１乃至４のいずれか１項に記載の装置。
【請求項６】
　前記太陽光電力変換装置、前記電気出力計測装置及び前記情報処理装置が、一体的に集
積回路を与える、請求項４又は５のいずれか１項に記載の装置。
【請求項７】
　太陽光セルのアレイを含み、各セルが、その中に、計測データを与えるために前記電気
出力を計測する電気出力計測装置と、信頼性のある計測データを作り出すために安全保障
情報を前記計測データと関連させる安全保障モジュールを与える情報処理装置とを組み込
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んでいる、請求項１乃至６のいずれか１項に記載の装置。
【請求項８】
　前記出力計測装置、前記情報処理装置及び前記計測出力が、前記太陽光パネルと同じ耐
候性封止容器内に密封される、請求項５乃至７のいずれか１項に記載の装置。
【請求項９】
　前記出力計測装置、前記情報処理装置及び前記計測出力が、永続的な電気的接続により
接続される、請求項１乃至８のいずれか１項に記載の装置。
【請求項１０】
　前記出力計測装置、前記情報処理装置及び前記計測出力が、単一のプリント回路又はハ
イブリッド回路により接続される、請求項１乃至９のいずれか１項に記載の装置。
【請求項１１】
　前記出力計測装置、前記情報処理装置及び前記計測出力が、半導体製造及び／又は組立
技術により共有基板上に又は前記共有基板内に構成される導線により接続される、請求項
１乃至１０のいずれか１項に記載の装置。
【請求項１２】
　前記安全保障モジュールが、前記計測データに関連する信頼性のあるデジタル証明書を
作成するように設定された信頼性のあるモジュールを含む、請求項１乃至１１のいずれか
１項に記載の装置。
【請求項１３】
　前記安全保障モジュールが集積回路カードを含む、請求項１乃至１２のいずれか１項に
記載の装置。
【請求項１４】
　少なくとも１つの安全保障モジュールから信頼性のある計測データを受信し、データを
前記計測出力へ伝送するように接続された管理モジュールを内部に組み込んでいる、請求
項１乃至１３のいずれか１項に記載の装置。
【請求項１５】
　受信器、入ってくる通信に応答するように設定されている前記又は各情報処理装置並び
に／若しくは管理モジュールを更に含むことにより、前記通信リンクを介して又は個別に
、前記装置を遠隔で管理することができる、請求項２乃至１４のいずれか１項に記載の装
置。
【請求項１６】
　前記管理モジュールが、携帯電話ネットワーク上での通信に利用される加入者識別モジ
ュールを含む、請求項１４又は１５のいずれか１項に記載の装置。
【請求項１７】
　前記管理モジュールが、１を超える安全保障モジュールから信頼性のある計測データを
受信するように接続され、前記データを前記計測出力へ伝送する前に前記データを照合す
るように設定される、請求項１４乃至１６のいずれか１項に記載の装置。
【請求項１８】
　前記情報処理装置及び／又は前記管理モジュールが、安全性の高いネットワーク上のサ
ーバに連結する、必要処理が最小限のクライアント端末として設定される、請求項１乃至
１７のいずれか１項に記載の装置。
【請求項１９】
　場所検知装置を更に含む、請求項５乃至１８のいずれか１項に記載の装置。
【請求項２０】
　前記安全保障モジュールが、使用の際に、登録されたパネル位置を保持するためのデー
タベースを含む管理プラットフォームにネットワーク上で接続され、前記装置が、前記登
録されたパネル位置への同様の変更なく移動される場合に、それ自体を盗まれたものとし
て登録するか、又は異なる動作モードを採用するのに適している、請求項１９に記載の装
置。
【請求項２１】
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　前記安全保障モジュールが、無許可の改竄の場合には、前記パネルの自動化安全動作、
及び／又は、前記パネルにより伝送される情報属性を誘発するのに適している、請求項５
乃至２０のいずれか１項に記載の装置。
【請求項２２】
　可測な外部変数に関連するデータを生成し、それ以降に、前記安全保障モジュールと前
記管理モジュールのうちの１つ又は両方を用いて計測される信頼性のあるデータとして伝
送するための変換器を前記装置に接続している、請求項１乃至１９のいずれか１項に記載
の装置。
【請求項２３】
　再生可能なエネルギーを電気出力に変換するための電力変換装置であって、前記装置が
基板を含み、前記基板が集積回路部品を備え、前記部品が、
　ｉ）計測データを与えるために前記電力変換装置の電気出力を計測するための電気出力
計測装置と、
　ｉｉ）固有のデジタル識別番号を含む安全保障情報を前記計測データと関連させ、信頼
性がありかつ識別可能な計測データを作り出すための安全保障モジュールを与える、耐改
竄性又は改竄防止機能付きの情報処理装置と、
　ｉｉｉ）前記電力変換装置から前記信頼性がありかつ識別可能な計測データを伝送する
ための計測出力と、
を含む、装置。
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